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議案第７号

　（総　則）

第 １ 条　令和２年度桜井市水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 ２ ８ ２,４ ５ ２ 千円は、 損益勘定留保資金 ２ ８ ０ , ０ ６ ９ 千円及び消費税資本的収支調整額

２,３８３千円で補填する。） 

令和２年度　桜井市水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 配 水 量
一 日 平 均 給 水 量
主な建設改良事業

２４,５００戸
６,５００,０００㎥

１７,８０８㎥

第５次拡張事業計画にかかる配水管更新事業等

第１款　水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,３９０,２１７千円

１,２６１,１３９千円

１２９,０７７千円

１千円

第２款　水道事業費用

第１項

第２項

第３項

第４項

１,５０９,１６６千円

１,４５３,４４５千円

５０,７２０千円

１千円

５,０００千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第３款　資本的収入

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

２６２,５６６千円

９４,３００千円

１１６,３０２千円

１千円

３１,４３２千円

２０,５３１千円

第４款　資本的支出

第１項

第２項

第３項

５４５,０１８千円

４３５,８９４千円

２,５２８千円

１０６,５９６千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

企 業 債

負担金その他諸収入

雑 収 入

補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

営 業 設 備 費

企 業 債 償 還 金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、 それ以外の経費の金額に流用し、 又はそれ以外の

経費をその経費の金額に流用する場合は、 議会の議決を経なければならない。 

⑴　職員給与費　　　　１４３,８４１千円

　（たな卸資産購入限度額） 

第 ８ 条　たな卸資産の購入限度額は、５０,０００千円と定める。 

令　和　２　年　３　月　４　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

第５次拡張

事業費に充当

証書借入

又は

証券発行

９４,３００
千円

起債の方法 償還方法利率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は
低利債に借換えることができる。



予算に関 する説明書
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令和２年度　桜井市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．給 水 収 益

１,３９０,２１７

（単位：千円）

１,２６１,１３９

１,１６６,０００

６７,４０１

２７,７３８

１２９,０７７

１２８,３６１

４７８

１,５０９,１６６

１,４５３,４４５

７３２,５２６

１２７,７８３

６２,８３３

１６４,８３４

３５４,４６９

１０,０００

１,０００

５０,７２０

１８,６２１

２,０００

３０,０９９

１

１

５,０００

５,０００

１

１

２．受 託 工 事 収 益

３．そ の 他 営 業 収 益

１．取 水 及 び 浄 水 費

２．配 水 及 び 給 水 費

７．そ の 他 営 業 費 用

１．固 定 資 産 売 却 損

１．支 払 利 息

５．減 価 償 却 費

６．資 産 減 耗 費

３．受 託 工 事 費

４．総 係 費

２．雑 支 出

３．消 費 税

１．予 備 費

２．長 期 前 受 金 戻 入

３．雑 収 益

２３８５．他 会 計 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

２６２,５６６

１１６,３０２

１１６,３０２

１．企 業 債

１．企 業 債

９４,３００

９４,３００

１

１

３１,４３２

３１,４３２

５４５,０１８

４３５,８９４

４４,６３０

３９１,２６４

２,５２８

２,５２８

１０６,５９６

１０６,５９６

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

２０,５３１

２０,５３１１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

２６２,５６６

１１６,３０２

１１６,３０２

１．企 業 債

１．企 業 債

９４,３００

９４,３００

１

１

３１,４３２

３１,４３２

５４５,０１８

４３５,８９４

４４,６３０

３９１,２６４

２,５２８

２,５２８

１０６,５９６

１０６,５９６

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

２０,５３１

２０,５３１１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和２年度　桜井市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損） 

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

△　121,332

354,469

0

755

 1,360

0

△　128,361

18,621

0

0

9,800

0

0

0

0

0

0

135,312

0

△　18,621

116,691

△　422,609

0

0

0

134,304

△　288,305

94,300

△　106,593

20,531

8,238

△　163,376

1,472,714

1,309,338
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１．総　　括

令和２年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

69,465

0

69,465

6,835

0

3,175

2,079

1,980

99

△　2,117

2,186

980

1,373

△　393

59

3,671

743

3,209

1,235

6,535

3,035

16,774

396

11,096

5,292 2,127 2,928 1,974 3,500 16,378 11,266

△　170

49,705

0

49,705

2,887

0

119,170

0

119,170

9,722

0

24,671

0

24,671

△　1,476

0

143,841

0

143,841

62,630

0

62,630

46,818

0

46,818

109,448

0

109,448

26,147

0

26,147

135,595

0

135,595

8,246

0

18

0

18

16

0

16

2

0 6,835 2,887 9,722 △　1,476 8,2462

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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１．総　　括

令和２年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

69,465

0

69,465

6,835

0

3,175

2,079

1,980

99

△　2,117

2,186

980

1,373

△　393

59

3,671

743

3,209

1,235

6,535

3,035

16,774

396

11,096

5,292 2,127 2,928 1,974 3,500 16,378 11,266

△　170

49,705

0

49,705

2,887

0

119,170

0

119,170

9,722

0

24,671

0

24,671

△　1,476

0

143,841

0

143,841

62,630

0

62,630

46,818

0

46,818

109,448

0

109,448

26,147

0

26,147

135,595

0

135,595

8,246

0

18

0

18

16

0

16

2

0 6,835 2,887 9,722 △　1,476 8,2462

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　　０.１３％
給料の改定実施時期
　平成31年４月１日

平均昇給率
　　　　　１.５％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

３１６,３５５

４００,７８８

４１.９

３１６,９７８

３７３,３０６

４２.９

令和２年１月１日現在

平成31年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

６,８３５

８４

６６８

９２９

１,９５８

９１６

制度改正に伴う
増減分

５,１６７

２,８８７

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

令和２年１月１日現在

　⑵　初　任　給
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和２年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１４

２

１

３

１

３

１

２

１

１４

２

１

４

０

３

１

２

１

１００.０

１４.３

７.１

２１.５

７.１

２１.５

７.１

１４.３

７.１

１００.０

１４.３

７.１

２８.６

０.０

２１.５

７.１

１４.３

７.１

職員数（人） 構 成 比（％）

平成31年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和２年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１４

２

１

３

１

３

１

２

１

１４

２

１

４

０

３

１

２

１

１００.０

１４.３

７.１

２１.５

７.１

２１.５

７.１

１４.３

７.１

１００.０

１４.３

７.１

２８.６

０.０

２１.５

７.１

１４.３

７.１

職員数（人） 構 成 比（％）

平成31年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） １７ １７

１０ １０

２ ２

１ １

３ ３

０ ０

４ ４

－ －

－ －

５８.９ ５８.９

７１.４ ７１.４

１４ １４

１０ １０

１ １

２ ２

３ ３

１ １

３ ３

－ －

－ －

－ －

－ －

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度
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⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２５

２.２５

２.２５

２.２５

４.５

４.５

有

２.２２５ ２.２２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃
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⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２５

２.２５

２.２５

２.２５

４.５

４.５

有

２.２２５ ２.２２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃

令和元年度　桜井市水道事業予定損益計算書

（平成31年４月１日～令和２年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

１,０７５,０００

１５,７２５

２３,６４１ １,１１４,３６６

３．営業外収益

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

１３１,９５３

４９２

２４４

０ １３２,６８９

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

１７,５５９

０ １７,５５９ １１５,１３０

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

０ ０ ０

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

　⑺

取水及び浄水費

配水及び給水費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

６３２,５６１

１００,６９３

１４,６７９

１４３,７１６

３４９,０７１

１５,７５０

９１ １,２５６,５６１

営 業 利 益 －１４２,１９５

経 常 利 益 －２７,０６５

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

－２７,０６５

６０７,３４６

５８０,２８１

（単位：千円）
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令和元年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　２　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,２３１,５３２

８３,０８１
７８４,７６５
２８３,９８０

１３,３３６,７３０
５,３７５,７７５
２,３１３,３５１
１,６３７,４６６

３３,３７７
３１,３６０
５４,７６１
４５,９５２

０

８３,０８１

５００,７８５

７,９６０,９５５

６７５,８８５

２,０１７

８,８０９
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,４２２,２４０

１４５,３３０
０

１,４２２,２４０

１４５,３３０
１,５６７,５７０

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△１,３１２

１,４７２,７１４

１１８,６８８
４０,０００

４０
１,６３１,４４２
１０,９３４,１１６

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ７１,１４２

７１,１４２
９,３０２,６７４

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金
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令和元年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　２　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,２３１,５３２

８３,０８１
７８４,７６５
２８３,９８０

１３,３３６,７３０
５,３７５,７７５
２,３１３,３５１
１,６３７,４６６

３３,３７７
３１,３６０
５４,７６１
４５,９５２

０

８３,０８１

５００,７８５

７,９６０,９５５

６７５,８８５

２,０１７

８,８０９
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,４２２,２４０

１４５,３３０
０

１,４２２,２４０

１４５,３３０
１,５６７,５７０

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△１,３１２

１,４７２,７１４

１１８,６８８
４０,０００

４０
１,６３１,４４２
１０,９３４,１１６

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ７１,１４２

７１,１４２
９,３０２,６７４

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

資　　本　　の　　部

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金
引 当 金 合 計

預 り 金

１０６,５９３

８,５３５
０

１０６,５９３
２００,０００

６００

８,５３５

３５,０００
３５０,７２８

０
１６,９５４
３６,３６８
１,４８８

５８０,２８１
０

５４,８１０

５８０,２８１
６３５,０９１

５,５９５,５１１
１０,９３４,１１６

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負債・資本合計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額
長期前受金合計

ア．
イ．
ウ．
エ．

ア．
イ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水道施設分担金
受贈財産評価額
資本剰余金合計

当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金
利益剰余金合計

１,５０７,０７２

９９５,９０６

８２９,１０９

８８,２２０

３,３８１,６４１
１,８７４,５６９
１,１４１,２６７
１４５,３６１

１,７０８,７５６
８７９,６４７
８８,８０９

５８９
３,４２０,３０７

３,４２０,３０７
５,３３８,６０５

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９６０,４２０
４,９６０,４２０
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令和２年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　３　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,２９３,３２１

６７,６９３

８３,０８１
７８４,７６５
２９８,７３７

１３,７４７,０４８
５,６３７,７６７
２,３１３,３５１
１,７１０,４９５

３３,３７７
３１,６６７
５７,２５２
４６,８８７

０

８３,０８１

４８６,０２８

８,１０９,２８１

６０２,８５６

１,７１０

１０,３６５
０

６７,６９３
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,３６１,０１４

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,４０８,７５７

１４５,３３０
０
０

１,４０８,７５７

１４５,３３０
１,５５４,０８７

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△２,６７２

１,３０９,３３８

１１７,３２８
４０,０００

４０
１,４６６,７０６
１０,８２７,７２０

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金
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令和２年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　３　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,２９３,３２１

６７,６９３

８３,０８１
７８４,７６５
２９８,７３７

１３,７４７,０４８
５,６３７,７６７
２,３１３,３５１
１,７１０,４９５

３３,３７７
３１,６６７
５７,２５２
４６,８８７

０

８３,０８１

４８６,０２８

８,１０９,２８１

６０２,８５６

１,７１０

１０,３６５
０

６７,６９３
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,３６１,０１４

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,４０８,７５７

１４５,３３０
０
０

１,４０８,７５７

１４５,３３０
１,５５４,０８７

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△２,６７２

１,３０９,３３８

１１７,３２８
４０,０００

４０
１,４６６,７０６
１０,８２７,７２０

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金

預 り 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額
長期前受金合計

１,５１３,５７３

１,００３,８８０

８２０,５９１

８８,２０６

３,４５７,８２３
１,９４４,２５０
１,１７２,６９９
１６８,８１９

１,７３５,４４６
９１４,８５５
８８,８０９

６０３
３,４２６,２５０

３,４２６,２５０
５,３３３,０１０

１０７,７８３

９,２９０
０

１０７,７８３
２００,０００

６００

９,２９０

３５,０００
３５２,６７３

資　　本　　の　　部

０
１６,９５４
３６,３６８
１,４８８

４５８,９４９
０

５４,８１０

４５８,９４９
５１３,７５９

５,４９４,７１０
１０,８２７,７２０

資 本 金 合 計

資本剰余金合計

利益剰余金合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負債・資本合計

ア．
イ．
ウ．
エ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水道施設分担金
受贈財産評価額

ア．
イ．
当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９８０,９５１
４,９８０,９５１
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令和２年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,509,166

1,453,445

1,390,217

1,261,139

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

660

568

531

1,070

649

594

2,627

1,892

390

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

16,450

8,981

60

4,972

2,259

498

水道料金収入

固定資産売却収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 732,526

1,166,000

1

67,401

478

1,166,000

1

67,401

1,100

220

1,000

25,418

23,458

35,208

14

69,681

478

５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金238 238

27,738

128,361

２．営 業 外 収 益 129,077

３．特 別 利 益 1

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770
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令和２年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,509,166

1,453,445

1,390,217

1,261,139

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

660

568

531

1,070

649

594

2,627

1,892

390

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

16,450

8,981

60

4,972

2,259

498

水道料金収入

固定資産売却収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 732,526

1,166,000

1

67,401

478

1,166,000

1

67,401

1,100

220

1,000

25,418

23,458

35,208

14

69,681

478

５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金238 238

27,738

128,361

２．営 業 外 収 益 129,077

３．特 別 利 益 1

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770

２．配水及び給水費 127,783

15．印 刷 製 本 費 印刷費110

16．修 繕 費 施設、機械修繕費10,766

19．薬 品 費 浄水薬品費5,830

20．動 力 費 電力料金44,220

24．受 水 費 県営水道受水費等528,720

25．手 数 料 水質検査手数料等5,117

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

36．負 担 金

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

10．旅　　　　費 普通旅費

12．備 消 品 費 消耗品費

13．燃 料 費 車両燃料費

15．印 刷 製 本 費 印刷費

16．修 繕 費 漏水修繕、器具修繕費等

25．手 数 料 電波利用手数料

26．通 信 運 搬 費 専用回線通信料

27．委 託 料 漏水調査委託料等

28．賃 借 料 敷地借上料等

29．保 険 料 水道管、自動車損害賠償保険料

31．材 料 費 漏水復旧材料、応急改良材料費

32．工 事 請 負 費 応急改良、 舗装復旧工事費

59．公 課 費 自動車重量税

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金

1,657

911

818

1,426

4,236

891

4,115

2,870

428

専用回線通信料

敷地借上料

火災損害保険料

補修材料費

浄水場管理、施設点検、草刈等
業務委託料

ダム管理、水質検査センター
負担金等

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

2,640

91,344

2,558

200

3,579

3,452

24,689

17,352

3,493

8,940

894

32

2,331

997

468

41,575

501

291

12,604

934

1,265

2,475

8,800

142
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４．総 係 費 164,834

３．受託工事費 62,833
受託工事材料費31．材 料 費 1

受託工事請負費32．工事請負費 62,832

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

858

2,192

837

713

1,650

594

4,264

2,812

162

１．給　　　　料 28,326

臨時職員賃金４．賃　　　　金 0

一般職員退職給付引当８．退職給付費 1

普通旅費10．旅　　　　費 330

被服購入費11．被 服 費 228

消耗品費12．備 消 品 費 649

燃料費13．燃 料 費 131

印刷費15．印刷製本費 987

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 14,612

修繕に備えるための引当17．修繕引当金繰入額 1

18．特別修繕引当金繰入額 1

下水道使用料等25．手 数 料 166

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,640

賃借料28．賃 借 料 6,774

損害保険料29．保 険 料 50

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 809

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 8,218

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 77,170

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

3,538

貸倒損失に備えるための引当
38．貸倒引当金
　　繰 入 額

2,672

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

1,149

２．手 当 等 14,082

５．減価償却費
41．有形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

354,469 351,020
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４．総 係 費 164,834

３．受託工事費 62,833
受託工事材料費31．材 料 費 1

受託工事請負費32．工事請負費 62,832

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

858

2,192

837

713

1,650

594

4,264

2,812

162

１．給　　　　料 28,326

臨時職員賃金４．賃　　　　金 0

一般職員退職給付引当８．退職給付費 1

普通旅費10．旅　　　　費 330

被服購入費11．被 服 費 228

消耗品費12．備 消 品 費 649

燃料費13．燃 料 費 131

印刷費15．印刷製本費 987

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 14,612

修繕に備えるための引当17．修繕引当金繰入額 1

18．特別修繕引当金繰入額 1

下水道使用料等25．手 数 料 166

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,640

賃借料28．賃 借 料 6,774

損害保険料29．保 険 料 50

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 809

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 8,218

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 77,170

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

3,538

貸倒損失に備えるための引当
38．貸倒引当金
　　繰 入 額

2,672

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

1,149

２．手 当 等 14,082

５．減価償却費
41．有形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

354,469 351,020

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

６．資産減耗費 10,000

２．雑 支 出 2,000

３．消 費 税 30,099

１．予 備 費 5,000

5,000

１．固定資産売却損 1

1

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

18,621

50,720

７．その他営業費用 1,000

44．固定資産除却費 固定資産除却費9,800

45．棚卸資産減耗費 棚卸資産減耗費200

46．材料売却原価 材料売却原価1,000

47．企業債利子 企業債利子17,621

48．借入金利子 一時借入金利子1,000

49．その他雑支出 その他雑支出2,000

59．公 課 費 消費税納税額30,099

１．予 備 費 予備費5,000

１．固定資産売却損 固定資産売却損1

42．無形固定資産
　　減価償却費

ダム使用権減価償却費3,449
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 262,566

94,300

116,302

116,302

1

1

31,432

31,432

545,018

435,894

44,630

391,264

2,528

2,528

106,596

106,596

29,359

86,943

1

31,432

5,500

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．雑 収 入

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

１．固定資産売却代金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

20,531

20,531 20,531

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

94,300 94,300１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

取水施設基本設計委託

39,13032．工事請負費 浄水施設改良工事費

050．土地購入費 用地購入費

27,28027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

131．材 料 費 配水管布設工事資材費

361,93332．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

55033．補 償 金 移設補償費

1,50050．土地購入費 用地購入費

1,50051．量水器購入費 量水器費

106,59557．企業債償還金 企業債元金償還金

158．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

固定資産売却代金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

1,02853．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 262,566

94,300

116,302

116,302

1

1

31,432

31,432

545,018

435,894

44,630

391,264

2,528

2,528

106,596

106,596

29,359

86,943

1

31,432

5,500

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．雑 収 入

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

１．固定資産売却代金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

20,531

20,531 20,531

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

94,300 94,300１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

取水施設基本設計委託

39,13032．工事請負費 浄水施設改良工事費

050．土地購入費 用地購入費

27,28027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

131．材 料 費 配水管布設工事資材費

361,93332．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

55033．補 償 金 移設補償費

1,50050．土地購入費 用地購入費

1,50051．量水器購入費 量水器費

106,59557．企業債償還金 企業債元金償還金

158．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

固定資産売却代金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

1,02853．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。
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Ⅲ　予定貸借対照表関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は133,720,946円である。

Ⅳ　セグメント情報の開示

　　　　桜井市水道事業会計は、上水道事業を一つのセグメントとしている。 

Ⅴ　その他

　リース資産に関する特例措置

中小規模事業者の特例により通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 



桜井市下水道事業会計
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議案第８号

　（総　則）

第 １ 条　令和２年度桜井市下水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額４２７,５７０千円は、 損益勘定留保資金４２２,９７４千円と消費税資本的収支調整額４,５９６千円

で補填する。） 

令和２年度　桜井市下水道事業会計予算

水 洗 化 人 口
年 間 有 収 水 量
一日平均有収水量
主な建設改良事業

汚水管渠建設費等

３６,０００人
３,２００,０００㎥

８,７６７㎥

３８９,６００千円

第１款　下水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,２０８,９１１千円

５０６,０６６千円

７０２,８４５千円

０千円

第２款　下水道事業費用

第１項

第２項

第３項

１,２０７,８８７千円

１,０３８,７５９千円

１６９,１２８千円

０千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

第３款　資本的収入

第１項

第５項

第６項

９６９,１７６千円

７５７,５６０千円

６１,０００千円

１５０,６１６千円

第４款　資本的支出

第１項

第３項

１,３９６,７４６千円

４２５,５２９千円

９７１,２１７千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

企 業 債

国 庫 補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

企業債償還金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１,０００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費　　　　８３,０５９千円

　（他会計からの補助金）      

第 ８ 条　下水道事業運営を助成するため、一般会計からこの会計への助成を受ける金額は、１６１,２７４千円

である。

令　和　２　年　３　月　４　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

公共下水道債

流域下水道債

資本費平準化債

下水道事業債
特 別 措 置 分

証書借入

又は

証券発行

２９８,４００千円

２７,０００千円

２７０,４６６千円

１６１,６９４千円

起債の方法 償還の方法利　率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は
低利債に借換えることができる。



予算に関 する説明書
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令和２年度　桜井市下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．下水道事業収益

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．下 水 道 使 用 料

２．他 会 計 負 担 金

３．そ の 他 営 業 収 益

 

１．受 取 利 息

２．長 期 前 受 金 戻 入

４．雑　　　収　　　益

６．他 会 計 補 助 金

７．県 補 助 金

８．他 会 計 負 担 金

１．固 定 資 産 売 却 益

１,２０８,９１１

５０６,０６６

４８５,５００

２０,３３１

２３５

７０２,８４５

０

３０３,１９９

１

１０,６５８

２,１５０

３８６,８３７

０

０

（単位：千円）

１,２０７,８８７

１,０３８,７５９

８,５７５

２４８,７３８

５２,５５１

７２８,８９５

１６９,１２８

１４９,１２８

２０,０００

０

０

１．管　　　渠　　　費

２．業　　　務　　　費

４．総　　　係　　　費

５．減　価　償　却　費

 

１．支 払 利 息

３．消　　　費　　　税

 

４．過年度損益修正損

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

項 目 予　定　額 備　　　考

備　　　考款 項 目 予　定　額



－ 26 －

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９６９,１７６

７５７,５６０

７５７,５６０

６１,０００

６１,０００

１５０,６１６

１５０,６１６

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,３９６,７４６

４２５,５２９

３９８,４２９

２７,１００

９７１,２１７

９７１,２１７

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９６９,１７６

７５７,５６０

７５７,５６０

６１,０００

６１,０００

１５０,６１６

１５０,６１６

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,３９６,７４６

４２５,５２９

３９８,４２９

２７,１００

９７１,２１７

９７１,２１７

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和２年度　桜井市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損） 

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

263

728,895

0

△　219

△　9

0

△　303,199

149,128

0

0

0

0

0

0

0

0

0

574,859

0

△　149,128

425,731

△　388,169

0

△　26,016

0

54,252

△　359,933

757,560

△　971,217

150,616

△　63,041

2,757

70,166

72,923
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１．総　　括

令和２年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

24,434

15,709

40,143

1,134

894

240

960

540

420

1,199

1,127

72

487

342

145

1,344

1,344

0

2,268

972

1,296

5,659

5,400

259

11,399

11,951

△ 552

4,053

8,152

△ 4,099

14,387

14,116

28,503

38,821

29,825

68,646

8,309

6,104

14,413

47,130

35,929

83,059

7

5

12

0

0

0

0

0

0

4,381

632

5,013

△ 122

△ 2,097

△ 2,219

4,259

△ 1,465

2,794

1,460

△ 610

850

5,719

△ 2,075

3,644

2

0

2

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

20,053

15,077

35,130

14,509

16,213

30,722

34,562

31,290

65,852

6,849

6,714

13,563

41,411

38,004

79,415

5

5

10

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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１．総　　括

令和２年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

24,434

15,709

40,143

1,134

894

240

960

540

420

1,199

1,127

72

487

342

145

1,344

1,344

0

2,268

972

1,296

5,659

5,400

259

11,399

11,951

△ 552

4,053

8,152

△ 4,099

14,387

14,116

28,503

38,821

29,825

68,646

8,309

6,104

14,413

47,130

35,929

83,059

7

5

12

0

0

0

0

0

0

4,381

632

5,013

△ 122

△ 2,097

△ 2,219

4,259

△ 1,465

2,794

1,460

△ 610

850

5,719

△ 2,075

3,644

2

0

2

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

20,053

15,077

35,130

14,509

16,213

30,722

34,562

31,290

65,852

6,849

6,714

13,563

41,411

38,004

79,415

5

5

10

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　０.２２％
給料の改定実施時期
平成３１年４月１日

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分 平均昇給率
　　　　２.５６％

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

２９１,９３８

３６２,６５３

３８.０

－

－

－

令和２年１月１日現在

平成31年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

５,０１３

７８

０

△２,２１９

０

９０１

制度改正に伴う
増減分

４,０３４

△２,２１９

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初　任　給
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和２年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

２

１

３

－

３

－

１

－

１０

－

－

－

－

－

－

－

－

－

２０.０

１０.０

３０.０

－

３０.０

－

１０.０

－

１００.０

－

－

－

－

－

－

－

－

－

職員数（人） 構 成 比（％）

平成31年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和２年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

２

１

３

－

３

－

１

－

１０

－

－

－

－

－

－

－

－

－

２０.０

１０.０

３０.０

－

３０.０

－

１０.０

－

１００.０

－

－

－

－

－

－

－

－

－

職員数（人） 構 成 比（％）

平成31年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） １０

１０

１

２

３

－

３

－

１

１００.０

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

１０

１０

１

２

３

－

３

－

１

１００.０

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度
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⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（注）（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２５ ２.２５ ４.５

２.２５ ２.２５ ４.５

有

２.２２５ ２.２２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃
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⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（注）（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２５ ２.２５ ４.５

２.２５ ２.２５ ４.５

有

２.２２５ ２.２２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃

令和元年度　桜井市下水道事業予定損益計算書

（平成31年４月１日～令和２年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

４０５,７００

２０,３２８

２２５ ４２６,２５３

３．営業外収益

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

受 取 利 息

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

１

３００,１４５

１

３６３,０９４

９８,９８４

２,７３０ ７６４,９５５

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

１６４,２０６

０ １６４,２０６ ６００,７４９

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

３,１８１

０ ３,１８１ △３,１８１

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

管 渠 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

５,４０７

２１７,６７１

５１,０２３

７２４,９３２

０

０ ９９９,０３３

営 業 利 益
△５７２,７８０

経 常 利 益
２７,９６９

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

２４,７８８

０

２４,７８８

（単位：千円）
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

９,７１０,３０６

０

０

９,７１０,３０６

０

９,７１０,３０６

令和元年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　２　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

２０,５４４,０５３

８９７,９７２

１０,７８７

３７,２６４,１２２

１６,７４２,２１５

２０５,４３０

１９５,１５９

２,６０３

１,６６５

３,００４

２,８５４

０

１０,７８７

２０,５２１,９０７

１０,２７１

９３８

１５０

０

８９７,９７２

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２１,４４２,０２５

（単位：千円）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

８０,０００

△８５９

７０,１６６

７９,１４１

０

０

１４９,３０７

２１,５９１,３３２

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

９,７１０,３０６

０

０

９,７１０,３０６

０

９,７１０,３０６

令和元年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　２　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

２０,５４４,０５３

８９７,９７２

１０,７８７

３７,２６４,１２２

１６,７４２,２１５

２０５,４３０

１９５,１５９

２,６０３

１,６６５

３,００４

２,８５４

０

１０,７８７

２０,５２１,９０７

１０,２７１

９３８

１５０

０

８９７,９７２

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２１,４４２,０２５

（単位：千円）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

８０,０００

△８５９

７０,１６６

７９,１４１

０

０

１４９,３０７

２１,５９１,３３２

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

ウ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９７１,２１７

６,２４８

０

９７１,２１７

１００,０００

０

６,２４８

５００

１,０７７,９６５

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

２,６６９

１,９９３

５,８４１,８０４

２,９１１,９３６

２,８２２

１５３

９,５８０

７,５８７

１１,０３２,３７０

５,１９０,５６６

５,７３７,４９９

２,８２５,５６３

８,７５８,４０２

８,７５８,４０２

１９,５４６,６７３

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,０１９,８７１

２,０１９,８７１

０

０

０

２４,７８８

０

０

２４,７８８

２４,７８８

２,０４４,６５９

２１,５９１,３３２

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受贈財産評価額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

９,４９６,８４９

０

０

９,４９６,８４９

０

９,４９６,８４９

令和２年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　３　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

２０,３１４,０８７

８７３,２２８

１０,７８７

３７,７１２,２９１

１７,４１３,８４７

２０５,４３０

２０１,４５５

２,６０３

１,８７２

３,００４

２,８５４

０

１０,７８７

２０,２９８,４４４

３,９７５

７３１

１５０

０

８７３,２２８

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２１,１８７,３１５

（単位：千円）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

８０,０００

△８５０

７２,９２３

７９,１５０

０

０

１５２,０７３

２１,３３９,３８８

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

９,４９６,８４９

０

０

９,４９６,８４９

０

９,４９６,８４９

令和２年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　３　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

２０,３１４,０８７

８７３,２２８

１０,７８７

３７,７１２,２９１

１７,４１３,８４７

２０５,４３０

２０１,４５５

２,６０３

１,８７２

３,００４

２,８５４

０

１０,７８７

２０,２９８,４４４

３,９７５

７３１

１５０

０

８７３,２２８

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２１,１８７,３１５

（単位：千円）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

８０,０００

△８５０

７２,９２３

７９,１５０

０

０

１５２,０７３

２１,３３９,３８８

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９７１,０１７

６,０２９

０

９７１,０１７

１００,０００

０

６,０２９

５００

１,０７７,５４６

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

２,６１８

１,８２１

５,６９６,６１１

２,８６８,４０５

２,８２２

２０４

９,５８０

７,７５９

１１,０８６,６２２

５,３９０,０１１

５,７９７,４９９

２,９２９,０９４

８,５６９,４５５

８,５６９,４５５

１９,１４３,８５０

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,１７０,４８７

２,１７０,４８７

０

０

０

２５,０５１

０

０

２５,０５１

２５,０５１

２,１９５,５３８

２１,３３９,３８８

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受贈財産評価額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金
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令和２年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,207,887

1,038,759

8,575

1,208,911

506,066

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印 刷 製 本 費

16．修 繕 費

25．手 数 料

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料
 

28．賃 借 料

29．保 険 料
 

30．使 用 料

42．公 課 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

印刷費

車両等修繕費

システムインストール手数料

郵送料

縮小資料作成委託

図面作成業務委託料

ガス検知機等借上料

下水道賠償責任保険料

自賠責保険料

システム借上料

自動車重量税

40

583

256

80

300

20

42

6,000

80

118

1,056

0

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

485,500

0

20,331

2,150

485,500

0

20,331

235

172

199,445

103,531

51

2,150

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金10,658 10,658

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

８．他会計負担金 １．他会計補助金 他会計繰入金386,837 386,837

235

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

303,199

２．営 業 外 収 益 702,845

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益
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令和２年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,207,887

1,038,759

8,575

1,208,911

506,066

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印 刷 製 本 費

16．修 繕 費

25．手 数 料

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料
 

28．賃 借 料

29．保 険 料
 

30．使 用 料

42．公 課 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

印刷費

車両等修繕費

システムインストール手数料

郵送料

縮小資料作成委託

図面作成業務委託料

ガス検知機等借上料

下水道賠償責任保険料

自賠責保険料

システム借上料

自動車重量税

40

583

256

80

300

20

42

6,000

80

118

1,056

0

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

485,500

0

20,331

2,150

485,500

0

20,331

235

172

199,445

103,531

51

2,150

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金10,658 10,658

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

８．他会計負担金 １．他会計補助金 他会計繰入金386,837 386,837

235

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

303,199

２．営 業 外 収 益 702,845

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益

52,551

248,738

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

16．修 繕 費

19．動 力 費

25．手 数 料

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

 

 

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

32．工 事 請 負 費

36．負 担 金

59．公 課 費

１．給　　　　料

 

 

 

 

２．手 当 等

 

 

 

 

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

６．法 定 福 利 費

11．被 服 費

12．備 消 品 費

16．修 繕 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

36．負 担 金

38．貸 倒 引 当 金

40．扶 助 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

車両等修繕費

電力料金

水質検査・車両法定点検手数料

通信料

ＭＰ場維持管理委託料

下水道使用料徴収委託料

下水道台帳作成委託料

システム保守委託料

負荷軽減推進補助金事業委託料

機械等借上料

公用車共済保険料

補修材料費

管渠修繕工事費

流域下水道維持管理負担金
研修負担金

自動車重量税

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金、公務災害基金負担金

被服費

消耗品費

庁舎修繕費

システム保守委託料

庁舎賃借料

近鉄敷地使用料

研修負担金

貸倒損失に備えるための引当

水洗便所改造資金助成金

9

55

5

6,070

1,880

1,251

500

37,029

1,000

43

1,650

4,540

194,699

7

24,434

11,458

2,929

8,309

100

84

1,000

509

1,550

12

191

850

1,125

２．業 務 費

４．総 係 費

576

1,344

717

648

1,259

351

3,668

2,535

360
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２．営業外費用

３．特 別 損 失

728,895

169,128

149,128

20,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

　

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

678,135

50,760

　　

148,799

329

20,000

　

0

５．減価償却費

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損
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２．営業外費用

３．特 別 損 失

728,895

169,128

149,128

20,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

　

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

678,135

50,760

　　

148,799

329

20,000

　

0

５．減価償却費

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資 本 的 収 入 969,176

757,560

757,560

1,396,746

425,529

398,429

971,217

971,217

270,466

161,694

15,709

４．下水道事業債
　　特 別 措 置 分

１．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

６．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

共済組合負担金
公務災害基金負担金

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

１．企 業 債

１．企業債償還金

１．給　　　　料

３．資本費平準化債

61,000

61,000 61,000

５．補 助 金

１．補 助 金 １．国 庫 補 助 金 国庫補助金

150,616

150,616 150,616

６．出 資 金

１．出 資 金 １．他会計出資金 他会計出資金

298,400

１．企 業 債

１．公共下水道債

職員給料

11,016２．手 当 等

扶養手当  558

0

482

1,620

4,400

136

1,702

1,518

600

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

971,217

27,100 27,100

57．企業債償還金 企業債償還金

流域下水道建設負担金

資本費平準化債

27,000２．流域下水道債 建設改良債

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

3,100

6,104６．法 定 福 利 費

97,00035．補 償 金 管渠建設に伴う補償費

236,10032．工 事 請 負 費 管渠建設工事費

29,40027．委 託 料 管渠建設に伴う委託料

４．資 本 的 支 出

１．建 設 改 良 費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．管 路 建 設 費
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産

減価償却の方法　　　定額法 

主な耐用年数

構築物　　　　　　　50年

機械及び装置　　　　10～20年

車両運搬具　　　　　４年

工具、器具及び備品　４～５年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

施設利用権　　　　　45年

　２．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上

していない。 

　　　⑵　賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当及びその手当に係る法定福利費の支給に備えるため、各年度の翌事業年度に

おける支給見込み額に基づき、各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　３．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

Ⅲ　予定貸借対照表関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は7,854,328千円である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　　　報告セグメントが単一のため、記載を省略している。
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